























































































































業について 2007 年に比べてどの程度工賃が減少しているのかについてみると 10％以上
20％未満が最も多くなっている。 
これに対して「増加」は外注と兼業の生産財に５％程度みられるだけで、専業について
は受注単価が増加する生産財は一つもないという厳しい結果が得られた（図表４）。 
 
図表４ 生産財の工賃の変化 
 
（出所）図表１に同じ。 
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次いで材料費の変化であるが、外注と兼業の生産財については両者とも「増加」が 25％
前後、「不変」が 50％弱、「減少」が 30％前後であり、その構成比はほぼ一致している。こ
れに対して、専業は材料費が「増加」する生産財が全体の半数を占めており、兼業・外注
に比べて材料調達の状況が厳しいことがうかがえる（図表５）。 
 
図表５ 生産財の材料費の変化 
 
（出所）図表１に同じ。 
 
最後に、両者を合わせた受注単価トータルの変化についてみると、どのグループも「減
少」する生産財が過半を占めているが、その程度について専業、兼業、外注による違いが
明確にみてとれる。すなわち、外注は 59.6％、兼業は 69.5％、そして専業に至っては生産
財の 80.8％が「減少」となっており、それぞれの間に約 10ポイントの開きがあることであ
る（図表６）。 
 
図表６ 生産財の受注単価の変化（2007年対比） 
 
（出所）図表１に同じ。 
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その８割が「減少」とする専業でどの程度、受注単価が減少しているのかについてみる
と、30％以上減少する生産財も三つあるが、多くは 10％以上 20％未満の減少となっている
（図表７）。 
 
図表７ 減少幅の内訳 
 
（出所）図表１に同じ。 
 
逆に「増加」している生産財はどのグループでも少なく、外注でわずかながら 6.9％、兼
業で 5.9％となっており、専業に至っては工賃の変化同様、全くみられていない。つまり受
注量では多少ながら「増加」した生産財がみられる専業においても受注単価は「減少」か、
よくても「不変」ということになる。 
受注単価についても、2007 年の水準まで回復していないことが明らかになり、特にここ
でも専業での回復の遅れが目につく。 
 
５．変化への対応について 
 
以上、リーマンショックによる受注状況の変化についてみてきたが、この対応について
はどうだろうか。この点について、これまでみてきた生産財ベースではなく企業ベースで、
アンケート回答企業全体とそのなかでの金型等の企業の比較からみてみたい。まず対応に
ついて、アンケート回答企業全体でみると「非正規社員の削減」が回答企業数全体の 40.1％
を占め、最も多くなっている（図表８）。これに対して、金型等の企業をみると「非正規社
員の削減」は 9.1％と極端に少なく、その一方で「正規社員の削減」が 36.4％と最も多く
なっている。金型等の企業には単純な現場作業が少なく、そのため従業員に一定の経験や
技術が求められることから非正規社員がそもそも少ない。したがって、削減の対象となる
のが直接「正規従業員」に向けられたためと考えられる。 
次いで回答企業全体に多くみられる「既存設備の改善」（38.2％）や、「VA・VE活動の実
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施」（30.1％）、「新規設備の導入」（27.8％）についても金型等の企業では比べ少ない。考
えられることとして設備等の改善を行うだけの資金的余裕に乏しいこと、基本的に単品生
産であるがゆえ、「VA・VE活動の実施」の余地に乏しいことがある。 
いずれにしても金型等の企業は回答企業全体に比べ、対応への取り組みがみられていな
いことが指摘できる。 
 
図表８ リーマンショック後の対応について 
 
（出所）図表１に同じ。 
 
最後に現在直面する問題についてみると、回答企業全体でもっとも多いのは「受注量の
減少」が圧倒的に多く 72.5％となっているが、金型等の企業では 77.3％とそれを約５ポイ
ント上回っている（図表９）。さらに回答企業全体で二番目に多い「受注単価の引き下げ」
（47.9％）については、金型等の企業が 63.6％と約 16ポイント上回り、前にみた三つのグ
ループのなかでの専業の回復の遅れを裏付ける結果となっている。 
その他、回答企業全体との違いが大きくみてとれるのが「受注先の内製化の進展」であ
り、金型等の企業が約５ポイント上回っている。逆に、「受注先の生産縮小」や「海外企業
との競争激化」については回答企業全体に比べ、それぞれ約４ポイント、約５ポイント低
い。 
つまり、ここから言えるのは、回答企業全体に比べて金型等の企業がおかれる受注状況
（量・単価）はより厳しいが、これは海外企業との競争というよりも、国内市場の縮小に
よる影響であり、その縮小は受注先の生産縮小、および受注先の内製化の進展によっても
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たらされていることがうかがえる。 
 
図表９ 現在直面している問題点について 
 
５．予備的考察 
 
以上をみたように、全体として 2012年末の時点で受注量、受注単価とも 2007年当時ほ
ど回復している生産財がまだ少ないことが明らかになった。そのなかでも特に専業メーカ
ーが手掛ける金型等の回復状況が兼業や外注メーカーによる部品等に比べて思わしくない
ことが明らかになった。図表６でみられるように、この三つのグループには明確な差異が
生じている。 
なぜ、このような差異がみられるのであろうか。言うまでもなく、外注メーカーは専業
メーカーから金型等を調達しているが、その外注メーカーの生産縮小により、必要となる
金型等の数量が減少したことに加え、自社での内製の増加により、金型等の外注量が一層
減少したことが考えられる。その結果、金型等の需給バランスが崩れ、受注価格も部品等
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に比べて一層低下したことが考えられる。言い方を変えれば、外注メーカーは内製率を上
げることで自社生産、雇用の維持を図り、その「しわよせ」が「ものづくり」の基盤の位
置づけにある金型等、それを担う専業メーカーに及んだものとみてとれる。 
一方、兼業メーカーは金型等だけでなく部品等があるぶん、専業メーカーに比べて状況
がいくぶん緩和される。その結果、専業と外注の中間の回復状況になっていると考えられ
る。 
以上、これらの考察はあくまでアンケート調査から得たデータに基づくものである。今
後の研究課題としては、こうした状況を実態面で把握していくことが必要になる。 
